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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（抜粋） 

令和２年３月 28 日（令和３年４月 23日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（３）まん延防止 

１）外出の自粛 

特定都道府県は、法第 45条第 1項に基づき、日中も含めた不要不急の外出・移動

の自粛について協力の要請を行うものとする 。特に、20 時以降の不要不急の外出自

粛、混雑している場所や時間を避けて行動すること、及び感染対策が徹底されてい

ない飲食店等や休業要請又は営業時間短縮の要請に応じていない飲食店等の利

用を厳に控えることについて、住民に徹底する。また、変異株の感染者が増加してい

ることを踏まえ、他の地域への感染拡大を防止する観点から、不要不急の都道府県

間の移動は、極控えるように促す。 

医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、

屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持のために必要なものについては外出

の自粛要請の対象外とする。 

また、「三つの密」を徹底的に避けるとともに、「人と人との距離の確保」「マスクの着

用」「手洗いなどの手指衛生」等の基本的な感染対策を徹底するとともに、あらゆる機

会を捉えて、令和２年４月 22 日の専門家会議で示された「10 のポイント」、５月４日の

専門家会議で示された「新しい生活様式の実践例」、10 月 23 日の分科会で示され

た、「感染リスクが高まる「５つの場面」」 等を活用して住民に周知を行うものとする。 

また、特定都道府県は、人の流れを抑制する観点から、地下鉄、バス等の交通事業

者に対して、平日の終電の繰上げ、週末休日における減便等や、主要ターミナルにお

ける検温の実施等、必要な協力の依頼等を行うものとする。また、事業者に対して、 

屋外照明（防犯対策上、必要なもの等を除く）の夜間消灯等、必要な協力の依頼等を

行うものとする。 
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２）催物（イベント等）の開催制限 

特定都道府県は、当該地域で開催される催物（イベント等）について、主催者等に

対して、法第 24 条第９項に基づき、別途通知する取扱いを踏まえ、社会生活の維持

に必要なものを除き、原則として無観客で開催するよう要請を行うものとする。 

 

３）施設の使用制限等（前述の「２）催物（イベント等）の開催制限」、後述する「７）学校

等の取扱い」を除く） 

① 特定都道府県は、法第 45条第２項等に基づき、感染リスクが高いと指摘されて

いる飲食の場を避ける観点から、酒類又はカラオケ設備を提供する飲食店等

（飲食業の許可を受けていないカラオケ店を含む。酒類及びカラオケ設備の提供

を取り止める場合を除く。）に対して休業要請を行うとともに、上記以外の飲食店

（宅配・テイクアウトを除く。）に対して、営業時間の短縮（20 時までとする。）の要請

を行うものとする。その際、改正法の施行により、命令、過料の規定が設けられた

ことを踏まえ、その手続に関しては、別途通知する手続に沿って行うことに留意

する。 

特定都道府県は、人の流れを抑制する観点から、法第 24 条第９項に基づき、

別途通知するところにより、飲食店以外の新型インフルエンザ等対策特別措置法

施行令（平成 25 年政令第 122 号。以下「令」という。）第 11 条第１項各号に規定す

る施設のうち、多数の者が利用する施設で、建築物の床面積の合計が千平方メ

ートルを超える施設（生活必需物資の小売関係等を除く。）に対して、休業要請を

行うものとする。 

また、特定都道府県は、前述「２）催物（イベント等）の開催制限」の取扱いを踏

まえ、法第 24 条第９項に基づき、別途通知する施設の管理者に対して、社会生

活の維持に必要なものを除き、原則として無観客で開催するよう要請を行うもの

とする。 
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以上の他、特定都道府県は、地域の感染状況等を踏まえ、都道府県知事の判

断により、施設の使用制限等を含めて、施設管理者等に対して必要な協力を要

請するものとする。要請を行う場合は、あらかじめ政府と迅速に情報共有を行う。 

特定都道府県は、法第 24 条第９項に基づき、事業者に対して、業種別ガイドラ

インを遵守するよう要請を行うものとする。 

また、地域の感染状況等に応じて、都道府県知事の判断により、法第 45条第２

項に基づき、「入場をする者の整理等」「入場をする者に対するマスクの着用の周

知」「感染防止措置を実施しない者の入場の禁止」「会話等の飛沫による感染の

防止に効果のある措置（飛沫を遮ることができる板等の設置又は利用者の適切

な距離の確保等）」等、令第 12 条に規定される各措置について飲食店等に対し

て要請を行うものとする。 

以上の要請に当たっては、関係機関とも連携し、休業要請及び営業時間の短

縮等を徹底するための対策・体制の強化を行い、原則として全ての施設に対して

実地に働きかけを行う。その際、併せて、事業者に対して、業種別ガイドラインの

遵守を働きかける。また、路上・公園等における集団での飲酒など、感染リスクが

高い行動に対して必要な注意喚起等を行う。 

特定都道府県は、公立の施設等について、措置期間における閉館や閉園等を

検討するものとする。 

② 政府は、地方創生臨時交付金に設けた「協力要請推進枠」により、休業要請又

は営業時間短縮要請等と協力金の支払いを行う都道府県を支援する。 

③ 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、業種別ガイドライン等

を実践するなど、自主的な感染防止のための取組を進める。その際、政府は、専

門家の知見を踏まえ、関係団体等に必要な情報提供や助言等を行う。 

 

４）職場への出勤等 

① 政府及び特定都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう働きかけ 
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を行うものとする。 

・ 職場への出勤について、人の流れを抑制する観点から、在宅勤務（テレワーク）

活用や大型連休中の休暇取得の促進等により、出勤者数の７割削減を目指

すこと。 

・ 20 時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、事業の継続に必

要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制すること。 

・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を低減す

る取組を強力に推進すること。 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、咳エチケット、

職員同士の距離確保、事業場の換気励行、複数人が触る箇所の消毒、発熱

等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張による従業員の移動を減らすた

めのテレビ会議の活用等）や「三つの密」や「感染リスクが高まる「５つの場面」」

等を避ける行動を徹底するよう促すこと。特に職場での「居場所の切り替わり」

（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注意するよう周知すること。さらに、職場や店舗

等に関して、業種別ガイドライン等を実践するよう働きかけること。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業

者及びこれらの業務を支援する事業者においては、「三つの密」を避けるため

に必要な対策を含め、十分な感染防止策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業

務を継続すること。 

② 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤務、時差出

勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組を自ら進めるとともに、事業者に

対して必要な支援等を行う。 

③ 政府は、上記①に示された感染防止のための取組等を働きかけるため、特に

留意すべき事項を提示し、事業者自らが当該事項の遵守状況を確認するよう促

す。また、遵守している事業者に、対策実施を宣言させるなど、感染防止のため

の取組が勧奨されるよう促す。 


